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日本不動産鑑定協会が目指す裁判外紛争解決手続き 

 

社団法人日本不動産鑑定協会 

 

１．社団法人日本不動産鑑定協会の目的及び組織 

(1)目 的 

   当協会は昭和 40 年 10 月 1 日不動産の適正な地価形成に寄与するために公益法
人である社団法人として設立されました。当協会では不動産鑑定士の能力・資質の

向上を図るために公的土地評価や不動産に係る一切の評価、近時は司法の分野にお

ける民事再生法、会社更生法をはじめとした評価に関しての進歩・改善を図るため

の研究、研修等を行っています。 
(2)組 織 

   当協会は本会と 47都道府県の不動産鑑定士協会（以下「士協会」という。）で組
織され、士協会は 10地域ブロックの連絡協議会を構成しております。また、士協
会は不動産鑑定士等と不動産鑑定業者で組織されております。 

   全国 47都道府県の士協会の会員は不動産鑑定士及び不動産鑑定業者であり、本
会の会員は不動産鑑定士及び不動産鑑定業者と士協会（団体会員）となっておりま

す。 
   このために、会員に関する一般的な研修会の実施や倫理規程の適用は本会と士協

会とが一体となって運営しております。 
 
２．当協会が目指す裁判外紛争解決手続きについて 

 (1)司法制度改革との関係 

政府が進めている司法制度改革については、当協会としてもこれに注目し、平成

15年頃から当協会内で検討を進めてきましたが、平成 15年 7月司法制度改革特別
委員会を設立し、裁判外紛争解決手続き（以下「解決手続」という。）に関するガ

イダンス研修会を実施する等、所要の研鑽を重ねるとともに、運営のための諸規程

を作成し、今日に至っております。 
(2)当協会が目指す解決手続きにおいて取扱う案件 

① 地代、家賃紛争 
② 借地非訟事件に係る借地権の譲渡・増改築・更新料等の各承諾料の評価 
③ 遺産分割の財産評定 
④ 離婚に伴う財産分与 



⑤ 借地借家法の正当事由を補完する金銭的給付 
⑥ 借地権価格 
⑦ その他不動産の価格に関する紛争 

 (3)調停センターの運営 

   調停センターは本会内に設置し、（社）東京都不動産鑑定士協会（以下「東京士

協会」という。）での常設の無料相談会や東京商工会議所内等の無料相談会と連動

して行います。調停センターの調停人は当協会の会員の中から民事・家事調停委員

（全国約 662 名）、借地非訟事件手続規則に基づく鑑定委員（全国約 800 名）、競
売評価人（全国約 1,240名）、専門委員（東京約 200名）、司法委員（若干名）、そ
の他特殊技能をもつ多くの会員を中心に、所要の研修を実施した会員をもって組織

します。特に調停人が精通している地域を予め定め、その地区別に調停人を配置し、

その中から事案ごとに最適な調停人 3人を選びます。調停案は調停人の合議による
こととし、調停や合意に達した時の調書は予め定められた弁護士の協力を得て作成

いたします。 
 (4)実施時期 

   平成 16 年 11 月 2 日に調停センターを開設すべく、すでに開設日の機関決定を
行っており、目下その準備を急いでいます。 

 
 ３．代理権取得の必要性 

  以上の通り、当協会が目指す紛争調停センターは、不動産鑑定士が日常の業務とし

ている不動産等に係る紛争に限定して行うことを予定しています。不動産鑑定士は地

代家賃や借地借家をめぐる諸問題についての法律的専門的知識を有しており、且つ、

契約内容も含めた市場の実態にも精通していることから、紛争当事者に対して、その

主張の利害得失を説明し、相手と妥結できる公正・妥当な結論に導くことを通じて、

紛争解決の迅速化に寄与できるものと考えております。 
  また、不動産鑑定士は従来から士協会での無料相談会を通して、不動産の適正な経

済価値や紛争解決のためのアドバイスを行ってまいりましたが、相談者自らが解決す

ることに限界があることを知りつつも、アドバイスの域を超えることは出来ず、相談

者も不満を漏らす場面もありましたが、不動産鑑定士が紛争当事者の代理人となるこ

とにより、依頼者の代理人として、相手方へ納得がいく公正・妥当な説明を行うこと

によって紛争の迅速な解決に導くことが可能となると考えられ、これは社会のニーズ

に適うものと思われます。 
  不動産鑑定士は以前から不動産に関する各種コンサルタント業務を行っておりま

したが、本年６月「不動産の鑑定評価に関する法律」が改正されたことにより、不動

産市場に関する調査、不動産取引等に関するコンサルタント業務も法律に明記され、

これらの業務に関しても制度の規律の下に置かれたことから、制度的にもその業務の



質は担保されるようになっており、また一層の質の向上に向け、たとえば、これらの

業務の説明責任を含めた研修も実施してきています。 
以上のことから不動産鑑定士には紛争当事者の代理人としてふさわしい条件が備

わっているものと確信しており、社会的ニーズを踏まえ、よろしく検討下さるよう、

お願いする所存です。 




















































